
１　総括
(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成２２年４月１日現在の人数である。

(3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
     

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２３年４月１日現在）
　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円
　　②技能労務職

歳 人 円 円 円
歳 人 円 円 円

（注）１「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
　　　２「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合
　　　　計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特種勤務手当等の手当が含まれていな
　　　　いことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。

（2) 職員の初任給の状況（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円 円

円 円

円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２３年４月１日現在）

円 円 円 円 円
円 円 円 円 円
円 円 円 円 円
円 円 円 円 円

371,200

－ 301,000

２０年以上２５年未満

－

東吉野村

東吉野村

－

－

平均給与月額
平均年齢 職員数 平均給料月額

（国ベース）

千円 　　　　　千円 千円

4

一人当たり

59.1

327,205

平均年齢

２１年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

21.1

Ｂ／Ａ

　　　　　　％

　　　　　　Ｂ

　　　　　千円

492,488

397,723

１５年以上２０年未満

328,100

国

区　　分

42.3

平均給与月額

－

－

349,663

41.0

－
－
－

32,808

人　

期末・勤勉手当

人 件 費

2,289,785 21.5

給与費 B/A給　 料 職員手当 　　　計　　B

560,054

職員数

歳 出 額

2,355

区　　分

　　　　　　　千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

２２年度 　　　　　千円

　　　　　　Ａ

74,856

東吉野村

330,763
283,862

300,387 343,654

平均給料月額 平均給与月額

区　　分

東吉野村の給与・定員管理等について

（参考）実 質 収 支住民基本台帳人口

　　　　　（２２年度末）

人 件 費 率

千円
202,645

　　　　　　Ａ

技能労務職 高　校　卒

２２年度 人
54

区分

大　学　卒

大　学　卒

中　学　卒

中　学　卒

一般行政職

一般行政職

137,200
高　校　卒 Ⅲ種

国 49.5

初級

－

５年以上１０年未満

189,833

161,600

123,900

140,100

5,746

327,971
（国ベース）

平均給与月額

334,613

Ⅰ種
国

185,800

321,662

区　　　　　分

高　校　卒 －

上級
172,200Ⅱ種

3,689

技能労務職

千円
310,309

１０年以上１５年未満

172,200 円

　　389,894  円
２５年以上３０年未満 30年以上

－

区　　　　分

－
290,050

244,900
高　校　卒

－
252,200

　 　382,624　円

　　391,637　円
　　　　－　　　円

354,837312,120

－
140,100
137,200

（H１７）

９８．２

（H１７）

93.7

（H２２）

９６．８ （H２2）

９５．１

85

90

95

100

105

東吉野村 全国町村平均

1



３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成２３年４月１日現在）

　　　人 　　　％

（注）１　東吉野村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

　
 　　

55.6

7.4２　　級

１　　級

３　　級

2
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11 20.4４　　級
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　　　人

5.0

　　　％
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　　　％

3 7.5
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４　職員の手当の状況
（1) 期末手当・勤勉手当

千円
（２２年度支給割合） （２２年度支給割合）

期末手当　　　　　　　 勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当
 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

（2) 退職手当（平成２３年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　 自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 その他の加算措置
（定年前早期退職特例措置２％～２０％加算） （定年前早期退職特例措置２％～２０％加算）

 (3) 時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（4) その他の手当（平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

59.28
59.28

＿

92,073

278,839

（２２年度決算）

支給職員１人当たり
平均支給年額との異同

41.34

16,930

366

国の制度 国の制度と
異なる内容

0.65

支 給 実 績 （ ２ １ 年 度 決 算 ）

(1)借家・借間　最高限度
額　27,000円

手　当　名

国東吉野村

同じ

同じ

管理職手当 異なる

住居手当

(1)交通機関利用　全額
支給の限度額55,000円
(2)交通用具利用（自転
車、自動車等)2ｋｍ未満
無支給、2ｋｍ以上距離に
より2,000円～20,900円を
支給

同じ扶養手当

(1)配偶者　13,000円
(2)配偶者以外の扶養親
族のうち2人まで6,000
円、
配偶者のいない1人目は
11,000円、扶養親族でな
い配偶者を有する場合の
1人目は６，５００円
(3)その他の扶養親族
5,000円(16歳～22歳まで
の子は1人につき5,000円
加算)

通勤手当

支 給 実 績 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

23.50

国

23.50 30.55
33.50
47.50

東吉野村

1.35

－

1.45
2.60

１人当たり平均支給額（２２年度）

1.45 0.65

1,386

2.60

内容及び支給単価

33.50
30.55
41.34
59.28
59.28

47.50

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ ２ ２ 年 度 決 算 ）

59.28

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ 2 １ 年 度 決 算 ）

千円

(1)5級の職員に対し給料
の11％を支給

345

千円

千円

59.28

16,462

8,644

支給実績
（２２年度決算）

1.35

＿

管理又は
監督の地
位にある職
員の場合
給料表、職
務の級及
び職に応じ
て定められ
た額

3,832 547,426千円

3,775
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５　特別職の報酬等の状況（平成２３年４月１日現在）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （支給時期）

給料月額×520/100×勤続年数 退職（任期満了を含む）後随時支給

給料月額×330/100×勤続年数 退職（任期満了を含む）後随時支給

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

６　職員数の状況
（1)部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

業務内容の充実による増

退職不補充による減

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
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1
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（2)年齢別職員構成の状況（平成２３年４月１日現在）

(3)職員数の推移

（単位：人・％）

（注）１　各年における定員管理調査で報告した部門別職員数である。
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